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先日、オリンピックを観に行ってきました！
観光も兼ねて開会式より少し前に行ったのですが、現地は既に厳戒態勢となって
おり、主要な観光地はどこも入れず。周りをウロウロするだけの初日となりまし
た笑。オリンピックはサッカーとボート、柔道を観戦。サッカーは初戦のパラグ
アイ戦で日本が勝ち、柔道は角田選手の金メダル1号の試合を観ることができまし
た。勢いで行きましたが、満足できる旅となりました。

経営者年齢の国際比較

中小企業庁により「中小企業の事業承継・M&Aに関する検討会」が設
置されました。背景に経営者の平均年齢が過去最高を更新（60.5歳）し
ており、他国と比べても経営者の年齢が高齢であることから、国として
事業承継に対する危機感があるようです。

国としては事業承継の一環としてM＆Aも進めていきたいようで、公表資料では
2014年のM＆A件数と比較し、2022年の件数は15倍程度増加しているとのことです。
但し、中小企業ではおよそ8割程度が次世代への事業承継を望まれている統計も発
表されております（東京商工会議所2024年アンケート）。我々としては事業承継税制
の活用や適切な株価対策などで、円滑な事業承継を提案していきたいですね。
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中小企業庁「事業承継・M＆Aに関する現状分析と今後の取組の方向
性について（14頁）」（R6.6.28）

◆70歳以上の経営者の割合が高く、小規模な事業者ほど事業承継が進んでいない
◆経営者が若返ることで生産性向上、売上の増加等に繋がる可能性が高く、事業承継・M＆Aを
契機とした成⾧を実現していくことが重要


